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はじめに 「イオングループ」について
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８つの主要事業

各社ごとに独立した事業展開

１４か国で展開

グループ約３００社

イオンカード会員
約４,８００万人

約１７,０００店舗

年間売上約９兆円

＋ シナジーの発揮
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⽬ 次

１. イオンのBCM（事業継続マネジメント）について

２．事例紹介

３．イオンのBCM運営にあたり
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■地域の⽣活を維持するため営業を継続
施設が被災した場合、迅速に復旧し営業を早期再開

■外部機関からの要請にも幅広く対応
■地域のお困りごとを解消する活動を実践

①平時からの備え
②地域社会との友好関係の構築

災害発⽣時におけるイオングループの役割と実践
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（役割）災害時においても、暮らしを⽀え、
地域を⽀えるライフラインとしての役割を担う

有事に貢献できる
ための必要条件

１．イオンの事業継続マネジメント（ＢＣＭ）について
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「イオンのＢＣＭ」 取り組み５分野
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イオングループのプラットフォームを活かし、防災の仕組み作りを進める

１．イオンの事業継続マネジメント（ＢＣＭ）について

【取組５分野】
ま

ま

ま

ま

ま

ま

ま

ま

■商品・物流
■訓練
■外部連携

■情報システム
■施設



【イオン防災対策の歩み】

1995 年 2011 年

阪神・淡路⼤震災
1995

東⽇本⼤震災
2011

⬤ 「地震防災規程」
を整備

1995年９⽉

《イオンBCMプロジェクト５カ年計画》

⬤ 防災拠点の整備開始
2012年

⬤ 外部連携強化
2012年6⽉

⬤ 「⼩牧危機管理センター」を⽴ち上げ
2014年3⽉

⇒ 陸上⾃衛隊と「⼤規模震災時における物資
の供給要請に関する協定」を締結

⬤ 外部連携強化
2016年3⽉

⇒ JALと「緊急物資の輸送に関する覚書」を締結

⬤ 第１回「レジリエンス認証」
（国内初BCM第三者認証制度）を取得

2016年8⽉

⬤ 「ISO22301」認証（BCMSの国際規格）を取得
2017年2⽉

⬤ 熊本地震
2016年4⽉

⇒ JALと陸上⾃衛隊の協⼒により、約１カ⽉で合計530万個の⽀援物資を被災地へ

2020 年

⬤ 「指定公共機関」に指定
2017年7⽉

⬤ 「DBJ BCM格付け」（BCMを融資条件に設定する融資制度）で最⾼ランクAを取得
2017年12⽉

情報システム

施 設

商品・物流
訓 練

外部連携

情報インフラの整備 ➪ 災害にかかわる各情報を⼀元化︓「イオン災害報告システム」等

施設にける安全・安⼼対策の強化 ➪ 地震安全対策・防災拠点化
サプライチェーンの強化 ➪ 商品・物流の流れをとめない
事業継続⼒向上の訓練 ➪ 「グループ総合防災訓練」を反復実施、店舗・事業所の訓練を推進

外部連携の強化とシステム化 ➪ ⾏政、⾃治体、⼤学、病院等と１０５０を超える防災協定を締結

⬤ 外部連携強化
2018年6⽉

⇒ 東京都と「災害時における物資の調達⽀援
に関する協定」（輸⼊液体ミルク提供体制整備）

⬤ 外部連携強化
2019年7⽉

⇒ 内閣府と「災害対応に関する連携協定」
（応援部隊の進出拠点、保有機材の活⽤）

⬤ 2017年~2020年︓外部連携強化 ⇒ 全国10電⼒会社と「災害時における相互⽀援に関する協定」

2021年〜

★外部連携強化
⇒ 2021

固定電話２社と「災害時おけ
る相互協⼒に関する協定」

★外部連携強化
⇒ 2021~

国交省の各地⽅整備局と「災
害対応に関する協定」

（現在６整備局）

★外部連携強化
⇒ 2023.3.14

中部⽅⾯隊と
「⼤規模災害時等の連携強化
に係る協定」

2016

⬤ 2017年~2022年︓外部連携強化 ⇒ 携帯キャリア3社と「災害時における通信確保のための
相互協⼒に関する協定」
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１．イオンの事業継続マネジメント（ＢＣＭ）について
【取組５分野】
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ＢＣＰの策定 グループ地震防災規程 1995年9⽉策定

内閣府様資料

・2005年 地震安全対策付加
・2011年 地震安全対策修正

⾸都直下地震付加
・2014年 南海トラフ地震付加

Copyright© AEON Co., Ltd.

１．イオンの事業継続マネジメント（ＢＣＭ）について
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南海トラフ巨⼤地震における「多様な発⽣形態」への対応

【2021年ＢＣＰを改訂】
１.「半割れ時」の後発地震への警戒
２.後発地震への警戒として津波浸⽔想定に⽴地している店舗は営業判断を即座に⾏う
３.店舗の営業判断は「気象庁」の「南海トラフ臨時情報」発令時に⾏う。

後発地震が想定されるエリア

内閣府様資料
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１．イオンの事業継続マネジメント（ＢＣＭ）について
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南海トラフ巨⼤地震 半割れ、後発地震発⽣を想定する訓練を実施
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１．イオンの事業継続マネジメント（ＢＣＭ）について
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２．事例紹介

2022年の災害について
発⽣⽇ 種類 発⽣場所 レベル 被害 最⼤営業⾒合せ店舗数

2022/3/16 地震 福島県沖 震度６強 有 ●店舗
2022/3/18 地震 岩⼿県沿岸北部 震度５強 無
2022/4/19 地震 福島県中通 震度５弱 無
2022/5/22 地震 茨城県沖 震度５弱 無
2022/6/19 地震 ⽯川県能登地⽅ 震度６弱 無
2022/6/20 地震 ⽯川県能登地⽅ 震度５強 無
2022/6/26 地震 熊本県美郷 震度５弱 無
2022/8/4 ⼤⾬ ⼭形・北陸信越 ⼤⾬特別警報 有 ●店舗
2022/8/9 ⼤⾬ 東北北部 ⼤⾬ 有 ●店舗
2022/8/11 地震 北海道宗⾕地⽅北部 震度5弱・震度5強 無
2022/8/13 ⼤⾬ 東北北部 ⼤⾬ 無
2022/9/3 台⾵ 九州（沖縄県・宮古島、⽯垣島） 台⾵11号 有 ●店舗
2023/9/12 台⾵ 九州（沖縄県・宮古島、⽯垣島） 台⾵12号 無 ●店舗
2022/9/16 台⾵ 本州横断 台⾵14号 有 ●店舗
2022/9/24 台⾵ 静岡県 台⾵15号 有 ●店舗
2022/10/2 地震 ⼤隅半島東⽅沖地震 震度５弱 無
2022/11/9 地震 茨城県南部 震度５強 無
2022/12/19 ⼤雪 新潟（東北） 有 ●店舗
2023/2/25 地震 北海道釧路沖地震 震度５弱 無
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２．事例紹介
2022年9⽉ 台⾵１４号 ⽀援要請等の状況
(災害対策⾞輌へ駐⾞場を提供)

協定先の通信会社さまより災害対策⾞両の駐⾞場提供の要請があり、九州エリアの５店舗
において、9⽉18⽇(⽇)〜24⽇(⼟)まで７⽇間、各店舗１０台分の駐⾞場を提供。

(⾷料の⽀援)
9⽉18⽇(⽇)、⼭⼝県の市役所さまから１９⽇（⽇）分の避難所の昼⾷⽤お弁当
(113個)の要請があり、商品を⼿配。

(電⼒復旧作業⾞輌へ駐⾞場を提供)
協定先の電⼒会社さまより、五ヶ瀬川（宮崎県延岡市）が氾濫危険⽔域となったため、
復旧作業⾞両の⼀時退避場所として駐⾞場提供要請があり、イオン多々良店の駐⾞場
26台分を9⽉18⽇(⽇)深夜より19⽇(⽉)８時まで提供。

(災害対策⾞輌へ駐⾞場を提供)
協定先の通信会社さまより災害対策⾞両の駐⾞場提供要請があり、⿅児島県２店舗
の駐⾞場を、９⽉21⽇(⽔)〜28⽇(⽔)までの８⽇間、各店舗６台分を提供。
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北陸地整さまとの災害協定に基づき⾷料等の被災者⽀援を実施
・⽴ち往⽣⾞両（ドライバー）へ⾷料（⽔・⾷品）を提供
・⽴ち往⽣の回避⼿段として、⼀般⾞両の退避場所に、店舗駐⾞場を活⽤

Ｒ４年１２⽉１９⽇（国道８号_新潟県柏崎市）
⾞両（ドライバー）向けの⾷料（⽔４７８本、

⾷料２，１００個）を提供。
※運搬は、トラック協会が実施

Ｒ５年１⽉２４⽇
（イオンかほく店_⽯川県かほく市）

国道通⾏⽌めによる⼀般⾞両（約３０台）の
待機場所として駐⾞場を開放。

写真︓北陸地⽅整備局さま提供 イオンかほく店

２．事例紹介
2022年12⽉ ⽇本海側の⼤雪 ⾞両の⽴ち往⽣が発⽣
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２．事例紹介
2022年⾃然災害を受け BCMの取り組みを再強化

システム

災害時において、店舗の営業継続を優先事項としつつ、より早く・確実
に様々な分野で地域貢献できる体制づくりに取り組み続ける

訓練・運⽤

商品物流

施設

外部連携

・被災情報の迅速な収集 ・被災情報収集の⾃動化を推進

・災害時の対応⼒強化 ・災害での課題を定期的な訓練を通
して解決。諸規定への反映

・サプライチェーンの強化 ・お取引先さまとの災害時連携の継
続強化

・店舗の強じん化 ・店舗近隣のハザード情報の把握
・施設の安全安⼼（浸⽔・耐震）

・グループ外組織と連携し
イオン単独では成しえない
取り組み、地域貢献

・関係省庁への協⼒
・防災協定（⾃治体）
・災害時連携（⺠間企業）

対
応
⼒
の
強
化
と
減
災
・
滅
災
害
へ

の
主
な
取
り
組
み

取り組み分野 ⼤項⽬ 実施項⽬



１．過去の発災時のデータ・経験を
蓄積して活かす

２．専⾨家の科学的根拠に基づく
助⾔や⾏政が発信する最新の
知⾒を、積極的に取り⼊れる

３．地域のお客さま(お取引先さま)
と⼀体となって取り組む

４．実際の災害対応の中で出てきた
課題は、訓練を通じて常にアップ
デートしていく

イオングループのＢＣＭ（事業継続マネジメント）運営にあたり
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３．これからのBCM

物資輸送訓練 2022年 ⾼知県総合防災訓練

イオンモール今治新都市
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